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哲学者オルテガ
=
イ
=
ガセットが「スペイン内戦を知るために最も重要なのは、その起源、民主的共和国の崩壊
の理由を知ることだ」と述べたように、これまで第二共和国は、内戦前史として重視されてきた
）（
（
。
　
これほどドラスティックでなくても、第一次世界大戦後に成立した民主体制の多くは第二次大戦の勃発の前に崩
壊に至った。これらの戦間期における民主制崩壊の原因は、直接ドイツ・イタリアに侵略された事例を除けば
）（
（
、共
産主義勢力やファシズムが擡頭し、それに伴って革命を訴える左翼と反革命を旗印とする右翼の対立が激化し、民主的手続き よる調停が不可能になったことがその一つとして挙げられる
）（
（
。スペイン第二共和国の崩壊も左右対立
の激化の結果と捉えられ、その延長上に内戦を民主主義対ファシズムの衝突 して図式化した議論が多く存在する。ところが、現在の通説では、内戦勃発直前のスペイン おい が社会に浸透していなかったとされている
）（
（
。他方で、左派勢力が民主主義のルールを順守しなかったことが改めて指摘されているが
）（
（
、その理由として左右
対立の激化の結果というよりも、スペイン共産党が共和国設立当初から 志向し議 制に対する攻撃に躊躇す
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ることがなかったこと、あるいは社会労働党の左派が党内の主導権争いのために反議会主義的なデマゴーグに訴えたことなど、議会制の基盤の脆弱性が強調されている
）（
（
。
　
第二共和国最後の人民戦線選挙から内戦開始までの一九三六年前半の政治過程を見ると、たしかに、警察組織が
政治的中立でなくなり、その成員が政治家の暗殺に加担するなど、政府に対する信頼性が喪失したことがうかがわれる。しかしながら、人民戦線選挙以前に限定すると、左右いずれの政治勢力も選挙に参加し、また選挙結果に基づいて政権担当者が決定されていた。また、議会も通常通り開かれていたことから、民主主義 ルールが曲がりなりにも守られていたということが出来よう。それでは、共和国はどのようにして崩壊への途を辿ったのであろうか。　
本論文は、リンスの崩壊論を理論的な道筋としてそのアイディアを援用するものの、リンスが分析の重点を一九
三三年まで継続した左派政権に置いているのと異なり、一九三三年以降継続した急進党主導の政権の政策に着目する。本稿は、左派政権解体後も、第二共和国の政党システムにおいてかなめ政党 位置を占めた急進党 存在が議会体制の存続をかろうじて支え 考えるからである第一章
　
本稿の課題
第一節
　
かなめ政党
　
分極的多党制に属するスペイン第二共和国の政党システムは、政党の乱立状態にあった。議会において十以上の
議席を有する政党が十以上存在しただけでなく 第一党の勢力も過半数の二三五に遥かに及ばず、百議席余りに過
三〇四
ぎなかった。議会の過半数の支持を確保するには常に連立政権が必要であった。議会の過半数の支持の確保に必要な政党数が増えると、連立政権が複雑化し困難になる。さらにサルトーリによれば、政党数が増えると左右への分極化が助長される め、連合政権内 政策距離が拡大しその困難さが増すこととなる。その場合の連合交渉において各政党 そのイデオロギー位置を自由に移せる訳でなく、元々の中道に位置する政党が、 議席数にかかわらず連合政権交渉で有利な地位を持つと考えられる。というのは 篠原一先生 よれば、 は 権力の最大化を目的としてイデオロギー上の差異を無視して最小限勝利内閣を目指すと限らず、政策の実現を目指す め、隣接政党同士の連合を目指す傾向にある らである。そこで、篠原一先生に倣って、過半数獲得 ために必要な政党であるだけでなく、左右の中間にあって連合政権交渉の中核を占め 政党 、 「かなめ政党」と呼
び
）（
（
、政策対立の上で中
間の位置の重要性を検討する。第二共和国に当てはめれば、各政党の比重を数だけで捉えて 急進党と
CED
A
の
提携に
CED
A
の意図を読み解く分析と異なり、スペイン第二共和国の政党政治が「中間を基盤にしたシステム
」）（
（
であり、主導権が急進党にあったことを含意す 。本稿は分極的多党制という困難な状況下で 連合 権 形成・維持に、急進党がかなめ政 いう立場をどの程度生かしえたかを検討し 第二共和国の議会政治の崩壊過程に新たな分析の糸口を開く試論 ある。第二節
　
先行研究の整理
　
もちろん、先行研究においても急進党は分析の一つの焦点であった。しかし、急進党の政党システムにおけるか
なめ政党としての位置づけは不十分であったと思われ 従来の議論では、大別すると、次の二つの対照的な議論
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が歴史分析の主流であった。　
第一に、共和国体制の維持には社会改革が不可欠であったという前提である。一九二三年までの寡頭制的議会制
およびその後の一九三〇年まで継続したプリモ
=
デ
=
リベーラの独裁体制では、農村の大地主土地所有制が維持さ
れるなど、古い社会経済構造が強固であっ 。そのため、一九三一年以降議会制という政治制度を上から導入しただけでは、議会は表見なものに留まり、ブローカー的な役割を果たす、大地主層、教会、ブルジョワジーによる強権的支配が継続してしまう恐れがあった。そこで、政治 民主主義の達成には社会経済の大幅な改革が不可欠であると考えら た。こういった発想自体はスペインに限らず普遍的であるが、第二共和国の研究においては、共和国初期の政権が打ち出した社会経済改革 民 主義の達成の めの唯一の方法であったと捉え そ 推進の度合いをスペイン 民主化のメルクマールに置き換えた分析が一般的であった。　
実際、社会経済改革の必要性が強く認識されており、共和国成立前年の一九三〇年に共和主義左派・地域主義
者・社会主義者らがサン
･
セバスティアン協定を締結した。そこで、政権構成についても、このサン・セバスティ
アン協定を取り決めた勢力の連合あるいは同協定を推進する勢力のみが民主的であったとし そ 政権の継続と第二共和国の存続を同一視する歴史把握が生まれ 。実際には、一九三一年から二年 まりで左派政権 崩壊し、一九三三年に実施された総選挙では、それまで排除され た保守派や王党派 擡頭する一方で、 翼勢力 後退を余儀なくされた。そこで、急進党が右派 協力や参加を得て政権を樹立し が、こ 急進党による政権が本来の共和国の政策を反故 し、第二共和国の解体に導いたと見なす第二共和制論がかつて 流であった。　
たしかに、初期政権を担った共和左派と
PSO
E
が打ち出した政策が社会的公正の実現を志向し、体制の正統性を
高めることを目指したといえるだろう。しかし、サン・セバスティアン に盛り込まれた改革のみが公正な改革
三〇六
であり、それ以外の政策や、左派政権と異なる改革のスピード、手法がありえなかったとはいえないだろう。改革の必要性を前提としても、急進党政権が実際に行った政策の検討が必要なはずである。特定の政策以外を否定することは、異なる党派の排除と同値である。事 、サン・セバスティアン協定を共和国の基本原則 見なす歴史家は、自らを当時の左翼と一体化 、左翼の自己批判よりもその行動の弁証に力を注ぐ傾向がある。しかし、一九三三年総選挙で敗北を喫した左派の課題や問題点を見ず、右翼の勝利にも民意 表出 認めず、共和国防衛を口実にした左派による選挙無効 試み 無視し、右派の入閣した政権の打倒を目的とした暴 革命の試みさえも議会制の名の下に正当化す とすれば 実際の歴史に目をつぶった 派的主張 いえよう。　
この歴史観を推し進めたイギリスの歴史家ポール・プレストン
）（
（
らは、一九三三年選挙以後の急進党を、共和国の
本質であるサン
･
セバスティアン協定から離反した裏切り者と見なす。急進党は反共和主義者である右派と連合を
組んだばかりか、第二共和国において実現した民主主義の象徴たる様々な改革を反故 したのだという。左から右へ「転向」した急進党の行動原理は権力欲と名誉欲であり 政権 座に居座ることが出来るならば自党の理念を曲げることに躊躇 なかったと主張している。しか 、そこには急進党を内在的に理解しようとする姿勢が欠落しているのでないだろうか。　
第二の歴史認識として、上記 史観と対照的に第二共和国の議会の統合機能に焦点を当てた政治学的分析が対置
されてきた。この見解は、議会を通じて、多様な利益や意見を突き合わせることにより、幅広い合意 調達 ことが議会体制の安定を確保するという前提を有する。そこで、議会制の政治的ルールが政治勢力 どの程度共有されたか 安定性のメルクマールとなり、そういったルールを無視する勢力 擡頭が議会制を損なうこととなる。こういっ 分析視角から第二共和国を解体させる存在と指摘されたのが 左右の大 党とその支持母体・支持社会集
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団である。つまり
PSO
E
と労働組合あるいは労働者階層が議会制にあきたらず革命政権の樹立を目指したこと、右
派のキリスト教政党
CED
A
とそれを支持する保守的な社会層が議会制に忠誠を持っていなかったことが指摘され
る。こうした議会制の機能を重視する分析は、第一の分析で共和国側とされた
PSO
E
側の政治的責任を追及するこ
とになると同時に、反共和国とされていた
CED
A
の議会内政党としての性格を指摘することとなった。こうした
分析において急進党 は、第一の歴史認識と逆に、共和国に対する支持不支持が不透明な
CED
A
を体制側に引き
込むという役割が重視され それに成功するならば右派に妥協することも評価される。　
しかし、
CED
A
を連合政権に加えることは急進党にとって危険な選択であった。タウンソンによれば、中央のレ
ベルで急進党が
CED
A
と連合したことは、急進党の地方レベルの権力基盤の崩壊をもたらした。中央レベルで劣
勢に立たされるこ により急進党は、地方レベルで支持を
CED
A
に奪われることとなった。さらに、元
々
右派へ
の接近を嫌っていた 内左派が離脱していく事態によって中央の急進党が分裂状態に陥ったことが地方の支持基盤の喪失に拍車をかけた。一九三六年選挙で 急進党が悪名高い汚職事件の摘発によって支持を失ったのでなく、CED
A
との連立の結果生じた地方組織の解体によって急進党が集票能力を失ったために、議会から姿を消したので
ある。つまり、タウンソンによれば、急進党が共和国の安定化のために
CED
A
と連合を組んだことは、急進党の
地方組織が
CED
A
に奪われるという意図せざる結果を生み、かえって共和国安定化 失敗したのである
）（1
（
。
　
タウンソンの急進党論は、
CED
A
に追随する右翼の補完勢力でないだけでなく、
CED
A
というセミ・ロイヤル勢
力を議会制のルールに引き入れることが体制の基盤を拡大して共和国を安定させたはずだ いうリンスの主張 対する大幅な修正となっている。しかし、急進党は、政治的自殺行為をしただけの愚かな勢力であった だろうか。連立政権を組むに当たって独自 政策目標がなかったであろうか。この点で、第一 視点 同じく、 政権
三〇八
実証的な検討が不十分であった可能性が指摘できよう。　
そこで、本稿は急進党政権の政策とその成果を改めて検討することを目指す。ここで手掛かりとなるのは、急進
党が元
々
反教権主義を理念の中心と掲げていたのに対して、
CED
A
が教会の地位の復活を唱えるシングル・イシュ
ー政 として出発したことである。宗教問題で対極に位置し、共にその点を党のアイデンティティとしていた両党が連合したことはつじつまが合わない そこで一般に急進党が反教権主義を放棄したと見なされてきた。タウンソンも急進党のアイデンティティとなって た反 権主義を、デマゴギーと扱い、政策内容に踏み込んだ分析を加えていない。しか 、第二共和国時代の急進党は一般に保守的政党と見なされているが、反教権主義の象徴であった憲法二六条（教会の特別扱いを禁止 、聖職者への給与の廃止、国家 従わない修道会 解散、および修道会の財産の没収を定めている）や宗教団体法に急進党も賛成票を投じており、 の 無視すべきで いだろう。　
以下本論では、宗教に焦点を合わせて、第二共和国の議会内対立を分析する。まず第二章では、その前提として、
急進党がかなめ政党としてのイデオロギー位置 生かすこ が き、
CED
A
との関係でも主導権を握る能力を持っ
ていたことを論じる。　
第三章では、急進党が一定程度反教権主義を維持したことを論じる。つまり、政策の内容からすれば共和左派と
同じように左と位置付けられると考えると、連合政権交渉においてかなめ政党という位置を如何に利用したマヌーバリングが分析の焦点 な　
一九三三年選挙における右ブロックの勝利は 共和国でなく反憲法制定会議であると
CED
A
のヒル
=
ロブレス
が述べている
）（（
（
が、この発言は、共和左派政権の宗教政策に対する反感が右派の勝利をもたらしたことを意味してい
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る。右ブロックは、カトリック教会の利益代表という名目によって統合されていた
）（1
（
。人口の九割以上がカトリック
であった当時のスペインにおいて、左が推進したような政教分離が国民の多数派に支持される地盤は整っていなかった。　
本稿はこのように、急進党政権期に、反教権政策への反感が強まっていたことを前提として、急進党が議会と社
会の両レベル 左派の政教分離への支持と社会のカトリック感情 の折り合いをつけ、左派による政教分離政策を継承した点を明らかにする。そして、左派の政策を現実的に継承しつつ右派を連合ゲームに引き付けた急進党が一貫して入閣したことは、政治システムをいくらかでも安定させる要因となったと捉える。こうした急進党による綱渡り的な政策運営にとどめをさし のが、議会 外 権力であった。これが第三章のテーマである。　
政権の樹立には大統領からの信任も得る必要があった。リンスが大統領などの中立的権力がもつ政権の安定化機
能に着目しているが、攪乱要因 しても機能しうる。内閣は、議会に対する信任確保が必要であっただけでなく、首相を解任する権限をもつ大統領からの信任が不可欠であった。中立的権力との間で対立が生じると、議会構成上かなめ政党という優位な立場を有 ていても 権を確立・維持できなくなる。 際、急進党はそういった立場に追い込まれるが、それは通説でいう改革派に傾斜した大統領と
CED
A
に譲歩して保守化した急進党の対立でなか
った。本稿は、実質的に左派政権の を行った急進党の政権が れ 快 思わな 大統領によって葬り去られ、それによって第二共和国の議会制が機能不全に陥 いう、新たな第二共和国崩壊論を含意している。
三一〇
第二章
　
一九三三年選挙と急進党政権の成立
第一節
　
急進党政権の成立と一九三三年総選挙
　
一九三一年から継続した共和左派の諸勢力と社会労働党
PSO
E
の左派政権は、一九三三年の地方選挙や憲法保障
院選挙で与党が軒並み敗北したことによって、国民の支持を得られていないことが明らかになった。共和左派の政権維持工作にもかかわらず、首相と閣僚の任免権を有する大統領によっ 解任された。結局、約二年間継続してきた共和左派と
PSO
E
が連合したアサーニャ内閣は総辞職した。
　
大統領アルカラ
=
サモーラは政権が左翼に傾斜していたと見なし来たるべき政権が中央に位置することを望んだ。
アルカラ
=
サモーラは急進的左派主体の政権から穏健左派主体の政権に交代させることで、議会の解散を回避しよ
うと図った。つまり、アルカラ
=
サモーラは、
PSO
E
とでなく、急進党と共和左派とを連合させようとした。急進
党は一九三一年十二月に政権から離脱して以来野党の立場にあったが、政権が推進する改革自体に反対であったのでない。急進党は共和国成立時から「全てのスペイン人 ための共和国」の実現を唱え
）（1
（
、改革の内容よりもその性
急さを批判し続けてき そこでアルカラ
=
サモーラは、議会多数派を形成し改革を引き継ぐ人物として、急進党
党首レルーを首相に任命し　
上から連合形成を強いられたのに過ぎなかったので、第 次レルー政権は成立の時点で既に分裂状態にあった。
十月に議会が開会すると政権与 であったにもか わ ず共和左派は内閣に対する不信任案に賛成 投じた。こう
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して初めての急進党首班内閣は一カ月足らずで退陣に追い込まれる。　
こうして中道左派連合政権の試みが挫折したようにみえたが、アルカラ
=
サモーラはなお中道派の内閣の成立を
望み、レルーと同じく のマルティネス
=
バリオを首相に任命した。しかし、このように大統領が中道左派連
合政権に固執 も、急進党首班 内閣が共和左派に受け入れられなかったことは、現議会下で中道派による政権運営が不可能であるこ を意味していた。そこで、新内閣が成立した翌日にアルカラ
=
サモーラは議会を解散した。
　
こうして始まった一九三三年選挙は、スペイン史上初の民主的選挙であるということができる。その理由として
第一に、一九三一年と異なり、右派の政 が組織されたことにより、左右が公平 条件で競争が展開された点が挙げられる。前回の選挙は、共和国成立から二か月後に実施されたものであった 、プリモ
=
デ
=
リベーラ体制期に
政党は禁止され 既成の 党が解体されたままであった。共和国成立前から王政打倒を唱えてい 共和主義者以外の政治勢力は、組織をもたなかったので、共和国への移行 わずか二か月後に実施された総選挙への準備ができなかったのである。それとは異なり、一九三三年においては、右派も参加の準備が整っており、万全 状態 選挙に臨んだ。第二に、事実上選挙管理内閣として 役割を期待されたマルティネス
=
バリオ内閣は、公平な競争を求め
て、選挙妨害に訴えなかった。前回の選挙は共和国そのもの 否定する言動や暴力的行為を扇動する言説の流布などを禁止する共和国防衛法を根拠として、 とえ選挙期間中であっ も 非共和主義者と見なされた右派の政治活動は取り締まりの対象となっていた。そ 第三に 制度 改正 より有権者 大幅に拡大し 。一九三一年選挙時には右派支持が予想され 女性に投票権が与えられていなかったが、一九三三年選挙時 は女性に 投票権が与えられ、有権者は一千万人を突破した。　
急進党は選挙において、左右を両天秤にかけた。全国五七の選挙区で急進党が他の政党と連合を組んだのは三三
三一二
選挙区であり、右に位置する
CED
A
や農業党と選挙連合を結成したのは十一選挙区であったのに対し、八選挙区
で共和行動党や急進社会党の左派政党と連合を形成したからだ。むしろ、多くの選挙区では中道右派の保守党と連合を組んだ
）（1
（
。このことから、急進党が協力相手を右派に限定していた訳でなく、むしろ選挙後の情勢を見据え、左
右いずれとも手を結ぼうと模索していたと見るべきであろう。　
各選挙区での連合形成のパターンを具体的に見ると、急進党は勝ち馬に乗るよりもパワーバランスを求めていた
ように思われる。つまり、ある地区で強力な地盤を有する勢力が存在する場合、それに対抗する選挙連合を形成した。例えば、保守の強いトレドでは左派の共和行動党や急進社会党と共通の選挙リストを作成して右派と争ったのに対して、
PSO
E
の大きな支持基盤の全国農業労働者組合
FETT
の成員が多いグラナダでは、
CED
A
と組んで左派
に対抗し　
選挙期間中の演説において、左にも右にも閉じこもることなく、選挙結果に応じて急進党の協力相手を決めてい
くとレルーは述べてい
る
）（1
（
。ただし、
PSO
E
と、 「急進党と相容れない右派政党」は除くとし、急進党が連立相手と
して排除する右派政党を特定しなかった。この背景には、選挙終了後には急進党が右派政党と連立政権を形成する可能性が高いと見越してい ことが考えら 急進党はこの において二二五人の候補者を擁立した。レルーは当初、この選挙の結果急進 がお そ百七十議席を獲得して第一党の地位を確保し、そして第二、第三党の座左右の政党が手にすることを見込んで た。そして、急進党が第一党として他の政党に対して優位に立ちつつ、左右に連立相手を切り替えながら政権を運営しようと いた
）（1
（
。
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第二節
　
急進党政権の継続
　
一九三三年十二月七日に、第二回総選挙後の大勢が判明した。選挙後に議会の勢力図が右に大きくスイングした。
結成間もないカトリック政党
CED
A
や、農業党、そして亡命した国王アルフォンソ十三世を支持するスペイン革
新党等から成る右派が二二〇議席を獲得した。これに対し、共和左派や社会労働党が獲得した議席は合計しても百議席にも届 なかった。　
この選挙結果は、過去二年間の改革に対する国民の反発を表していた。スペイン国民のほとんどはカトリックで
あり、政府の推進した急激 政教分離が受け入れられたとは言えない。
CED
A
はカトリック系政治団体アクシオ
ン・ポプラルを中心に、諸地域の の政治団体が連合することによって一九三三年に結成された政党であり、左派政権によって推進されてき 反教権政策 修正を目標として掲げていた。この政党が総選挙において第一党となったことは、左派政権の政策 対するカトリックの強い反発の証左であろう。　
急進党もこの左派の後退 影響を強く受けた。つまり、選挙区レベルの連合を集約すれば左右いずれとも等距離
であったはずだが、結果的に議席を獲得したのは主に右派と組んだ選挙区であった。そのため党内で と結び議員が減り、右派と協力した議員が増えたため 右派が強化されると う意図せざ 結果がもたらされた。　
しかし、他の共和主義政党が勢力を後退させたのに対して、急進党は共和国成立に関わった政党の中で唯一議席
を前回の九三議席から増加させ 第二党の地位 維持 。そ 結果、急進党は左右いずれに連立相手を求めても議会過半数を確保しうるかなめ政党としての立場 維持したのであった。　
一九三三年選挙後に政権を担える政党が急進党だけであるとレルーは確信していた
）（1
（
。彼は十二月五日に出した声
三一四
明で、共和左派による議会再解散の動きを非難している
）（1
（
。選挙が民主的に行われた以上、その結果には国民の意思
の反映が見出されるので、選挙結果を否定することはできないとし、過去二年間の政策が国民の反発を招いたことをレルーは指摘する。そして彼は、この選挙が「反共和国 は く反共和主義者を示すものである」こと 認めながらも、 「共和主義者が政権を担当しなければならない」 主張し
た
）（1
（
。この発言の意図は、議会に基盤を置かない
超然主義内閣 成立を狙った共和左派の試みに反対し、一方で、勝利 た右派が政権の座に就くことにも反対している。それは、 「右派は多様な勢力の集団であるゆえ、彼 が政権を執ることはできない」からだとしてい
る
）11
（
。つ
まりレルーは左派 批判して、選挙に国民 意思の反映を見よと呼び掛ける一方で、議会第一党となった
CED
A
が政権を担当することにも反対していたのである。　
そのためレルーは左右いずれかに傾斜する政権の成立は事実上不可能であり、 「中道派が政権を執る」ことが望
ましいと主張する。これ 、急進党政権の実現を呼び掛けることと同義である。多数派による政権が望ましいとする一方で、右派の
CED
A
と連合を組んだとしても、彼らに政権を委ねる意思がなく、急進党首班が唯一の選択肢
と主張したのである。レルーの主張は単 権力欲から生まれたと見なすべきでない。急進党は共和主義の政党である上、議会第二党 ため議会での勢力も大きい。さ に、急進党が左にも右 も協力を求められることは、選挙時の連合形成からわかる。右派が左派政権の独善性に反発したとしても、急進党が右派を懐柔し体制に組み込む役割を果たさなければならないというのが、レルーが考える急進党の使命 った
）1（
（
。
　
このような政権戦略の実現には、大統領と議会の双方の支持が必要であった。第一に、首相候補の選出には大統
領の意向が強く反映 れる仕組みに って た。 「大統領 首相を自由に任命・解任する権限を有し、またこれの提案によって閣僚 任命する」と憲法第七五条は規定している
）11
（
。換言すれば、大統領から政権を担うのにふさわし
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い人物として選ばれない限り、何人も首相になることが不可能であった。　
つまり、選挙での勝利と政権獲得が直結する訳でなかった。事実、第一党となった
CED
A
の党首ヒル
=
ロブレ
スは首相に指名されなかった。これは
CED
A
の共和国に対する姿勢、ヒル
=
ロブレス自身の姿勢に対して大統領
アルカラ
=
サモーラが懐疑的であったためであるというアルカラ
=
サモーラ自身の説明である。
CED
A
内における
共和国に対する姿勢は三通りに分か て たと大統領は回想している。第一のグループは明らかな共和国支持派、第二のグループ 体制支持が不明確な勢力、第三に明らかな反共和派である。ヒル
=
ロブレスがこの第三のグルー
プに属していると彼 考えてい
た
）11
（
。それゆえ、
CED
A
の指導者ヒル
=
ロブレスに政権を渡すことを拒否し続けたの
である。 に、大統領から信任されても、その政権の安定性は保証されなかった。憲法第六四条が内閣不信任の規定を設けていたため
）11
（
、議会の過半数以上の支持を確保しない限り、政権の安定性が確保されなかった。このよう
なアルカラ
=
サモーラ自身が後に加えた説明が本当にその当時の判断の根拠であったが定かでないが、アルカラ
=
サモーラが第一党の党首を首相に任命しないと うことは、政権の選択肢が著しく狭められることを意味した。共和国憲法の 上自由な任免権をもっていた大統領にとって は、左右の中間にいる急進党に限定されていたといえる。　
一九三三年総選挙が引き起こした状況に直面し、有力な会派の意向の聴取が重要であると判断した大統領アルカ
ラ
=
サモーラは、各党派の有力者と会談の場を設けた。大統領は、選挙で勝利した右派ブロック諸政党の党首だけ
でなく、共和左派や社会主義者とも会い、可能な限り多くの党派の了解の下で政権を発足させようと た
）11
（
。それら
の意見の最大公約数は、選挙前に大統領自身が望んだのと同じ、中道派政権 誕生に他ならなかった。　「右派はレルーを支持し、レルーが首班でない政権を支持しないであろう」と報じられ
た
）11
（
通り、個別会談の結果
三一六
はレルー政権の誕生を確実なものにした。大統領に対して、共和行動党のアサーニャと
PSO
E
のネグリンのみ即座
の議会解散を要求したが、それ以外 指導者たちはレルーの名前を首相候補として推すか、共和主義者によって構成される安定政権を望むと答えた。いずれ せよ、各会派が出 た条件を満たし得る首相候補はレルー以外 考えられなかったのである。ここでアルカラ
=
サモーラは、レルーに政権を任せれば少なくとも議会の継続が可能であ
ると判断した。こうして各党派 有力者との個別 会談を終えた十六日午後に、アルカラ
=
サモーラはレルーを再
び自邸に招き、首相就任を要請した。　
急進党政権は、急進党が議会第一党の地位は得られなかったが、左右双方と協力関係を築ける中間の位置にいる
ことをアピールした結果、政権 座に就い あっ　
こうして成立した第二次レルー内閣の閣僚名簿を見ると、急進党は左右の勢力の糾合にある程度成功したことが
分かる。選挙直後の発言がどの程度他党にも受け入れられたのかを示している。それぞれ党員としてではなく個人の名目としてではあるが、ガリシア共和左派
O
R
G
A
のレアンドロ・ピタ
=
ロメロと、農業党のホセ
=
マリア・デ
ル
=
シドの二名が参加した。前者は
O
R
G
A
の連立相手だった共和行動党のアサーニャが急進党政権に対して不支
持を表明したこ に配慮したために、党の代表ではなく個人の名目で入閣した。また、デル・シドの入閣についもはまだ農業党が共和国支持を表明していなかったため、個人の資格だった。レルーが従来主張していた「共和主義者のみから成る政府」 も、平仄 合わせた。　
左派との関係ではたしかに、その連立の幅が限られていた。アサーニャ内閣を構成した政党からの入閣はピタ
=
ロメロ一名限りであった。 かし、彼が外相として後にバチカンとの交渉に当たったことを考えると、重要な役割が共和左派に割り当てられていたといえ
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十二月二〇日の所信表明演説に、急進党政権の姿勢が表れていた
）11
（
。第一に、スペインに必要なのは、選挙によっ
て民意が示されるような民主主義である。これが含意しているのは、アサーニャ政権によって推進された改革の多くが多くの国民の反発を招いたということである。　
第二に、教会を他の団体と同様に扱うことを主張している。これは、カトリックへ歩み寄りを見せたように思え
るかもしれないが、この発言は以下のように続いている。 「教会を信仰のシンボルとしては見なさない一方で、教会の保有する芸術品に対しては敬意 払う人々が多くい のだ」と。つまり、レルーも と同様、スペイン国民内で敬虔なカトリックはも や少数派であるという認識を持っており、過去二年間で推進された教会の政治的影響力を排除する政策を否定する立場に 立っていな 。むしろこの発言の 図は教会が文化的に価値のある動産を保有している事実の確認にあった。そして、教会 保有する財産が損なわれないためにも、一九三一年五月のように教会や修道院が暴力 対象となる事
態
）11
（
を防がねばならないという意思を明らかにしている。だから、 「教会
に敬意を払う」とは決して反教権 の方針を見直すこと表明しているのではなく、教会に対する暴力行為を容認しないとい 姿勢を示 に ぎ い。　
第三に教育に言及している。 「教会教育に（公 育が）取って代わることを尊重する。 （教会教育が完全廃止され
る）一月は目前に迫っている。学校 建てる場所も無ければ、備品も無く、聖職者 代わる教員もいない。 」こう述べた上で、児童の教育の機会が失われることを危惧している。そのため 一時的に教会教育の完全廃止を定め宗教団体法の施行を一時延期すると断言 た。 こでもレルーは前政権 政策の否定をしてい のではなく、左派政権の施策の問題点を指摘し、それを修正した上で改めて公教育を進めていくとしている。　
そして最後に、左右間の争いにおいてどちらの側にも与しないと彼は言明している。この発言の意図は、左右の
三一八
イデオロギーの中心に位置する急進党がそれぞれの政治勢力と手を組むことによって体制の安定化を図るという姿勢を表明することにある。だから、カトリック教会の利益代表という、急進党の理念と相容れない主張 している右派を排除することもなければ、前議会において急進党が批判し続けた左派政党が自分達 協力関係を築くことも否定していない。レルーは「私の望みは、共和主義の場を広げることにある」とした上で、 「共和国を尊重し、それに忠誠する者に対しては体制 扉を閉ざすことはな 」と主張した。　
このように訴えたレルー政権は議会の支持を獲得した。一九三三年選挙後の議会構成では、急進党が政権を担当
する以外に過半数を確保する共和主義者 よ 政権 誕生しえなかった。過去の改革の継続 提唱しながら、右の政党からも支持された急進党政権は、共和国を安定させる役割が期待されていた。第三章
　
急進党政権の宗教政策
　
この章では、宗教政策に着目して急進党の政権運営の過程を辿る。この政権がカトリック政党
CED
A
との連立
政権であったことから、急進党はカトリック信徒への譲歩を余儀なくされ、過去二年間の改革に逆行する政策を行ったとされている。しかし、本章で明らかにするように、急進党政権の政策は反教 主義的であり、急進党がCED
A
に譲歩したと言い難い。
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第一節
　
聖職者への俸給
　
一八五一年にスペインとバチカンとの間で締結されたコンコルダートは、スペイン政府に対して聖職者への俸給
支払いを義務付けていた。これは、カルリスタ戦争の終結後、国家による教会所有地の接収をバチカンが承認する代わりの補償であった。ところが、一九三一年に第二共和国が成立すると、左派政権は憲法成立から二年後の俸給打ち切りを決定し、スペイン政府の支払い義務を一方的に放棄した。さらに、一九三三年末まで支払いが継続した俸給の金額は引き下げられたものであった。　
そこで、カトリック教会の政治的代理人である
CED
A
の党首ヒル
=
ロブレスは、スペインとバチカンとの間で
無効と合意されない限 、一八五一年のコンコルダートが有効であるという法律論を組み立て俸給の継続を訴えた
）11
（
。
また、ヒル
=
ロブレスは、憲法の規定に独自の解釈を加え、スペインの聖職者の事実上の地位が公務員であると見
なせるので、国家に公務員に対する給料の支払い義務がある限り 国家が聖職者へ 俸給を打ち切るのを不当であると主張し
）11
（
。
　
このように、カトリック教会や
CED
A
が教会の政治的・経済的地位の回復を要求している一方で、急進党もカ
トリックの経済状況を改善する必要性を認識していた。急進党党首レ ーは、一九三三年末の選挙で右派へのスイングが生じた原因を教会に対する迫害に見出し、選挙結果をカトリックの不満表明とみなした。このような選挙分析に基づき、レルーは政権発足直後から俸給制度の継続の検討 始めた
）1（
（
。
　
しかし、急進党の宗教政策は
CED
A
と異なる論理を有していた。急進党にとって、俸給継続は激変緩和策に過
ぎなかったのである。カトリックの不満の解消と改革の継続を両立させる必要性から、過去二年の性急な改革路線
三二〇
を穏健化する必要があった。　
このような方針を打ち出したものの、急進党自身は反教権的主張を通じて支持を拡大したという結党以来のアイ
デンティティを維持していた。たしかに、共和国が成立する一九三〇年代になるとかつてのような「神々をやっつけろ。見習尼僧の顔のヴェールをひ くり 子供をはらませよ」
）11
（
といった過激な主張は影を潜めていた
）11
（
。それで
もなお党内では、教会の社会的、政治的影響力の排除を求める非暴力的な反教権主義が共和国の基本的理念の一つであるとの認識が共有されていた。このことは、憲法第二六条や宗教団体法に急進党が賛成票を投じたことによって示唆されている つまり急進党は、反教権主義という基本的原則に則り、一八五一年コンコルダートに規定されている俸給制度を恒久的に維持するつもりはなかった。　
そういった急進党の宗教政策は、二月一日付のエル・ソル紙に掲載された急進党案の骨子に示されている。この
案では俸給の対象を、一九三一年四月の共和国成立時に五十歳以上であった聖職者に対象を絞るとしている
）11
（
。これ
はそもそも急進党が、急進党が全聖職者へ 俸給 継続を求めてい
CED
A
と全く異なった考えを持っていたこ
とを示している。それゆえ、この急進 案の受け入 に
CED
A
が躊躇した。
　
ところが二月下旬に
CED
A
は急進党案に対して譲歩を示した。急進党案に対する
CED
A
以外の党派の反応がこ
の背景にあった。俸給制度の復活を明記したこの法案に対して右派が不満を示したのみならず、左派からは制度の存続に対する反対意見が示され おり 急進党によ は廃案に追い込まれる公算が高まっていたのである。急進党案の廃案は、聖職者への救済措置が何もとら な ことを意味 た。こうした最悪の事態を危惧し
CED
A
は
「我
々
が非妥協的姿勢をやめなければ、法案が廃案になってしまう」と判断を下したのであ
る
）11
（
。急進党は
CED
A
に
対して、俸給制度 即時撤廃 回避したいのであれば 減額を受け入れざるを得な 状況 追 込んでいたのであ
三二一
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二）
る。　
最終的に急進党が議会に提出した案は、
CED
A
の不満にもかかわらず、俸給制度の削減と廃止を推進したものと
して捉え ことができる。法案の骨子は以下の通りであった
）11
（
。一九三一年四月十一日時点で聖職者であった者に対
して、一九三一年から三三年まで聖職者に支払われていた金額の三分の二の金額を支払う。ただし、年間七千ペセタ以上の寄付金を受け取ってい 者は除外する。この制度に割く予算は年間千六百万ペセタに限定する。そして、一人当たりに支払われ 間の俸給は最高で二千ペセタとする。それでも、予算の制約上満額が支払われない聖職者が出てくる。受給者が死亡するなどして欠員が出た際に初めて、満額受給していない者に対する支払いに補填される。以上が法案の骨子であった 三月十七日付のエル・ソル紙によ と
）11
（
、急進党案に基づいて聖職者に対する俸
給制度が復活した場合、必要な 額の総計は、二千三百二十万七四八〇ペセタ る
）11
（
。しかし、急進党はこの制度
に対して予算千六百万ペセタしか計上しておらず 必要とされる金額との間に約七百二十万ペセタ 差があった。急進党の法案通り聖職者一人が年二千ペセタを俸給として受け取るとするならば、対象とな 聖職者が約一万二千人いるの 、八千人に か俸給が満額支給されないことになる。つまり、急進党が設計した俸給制度を割り当てられた予算 基づいて運用した場合、聖職者に対する満額支払いか対象者全員への俸給支払いのいずれかが必ず不可能になる仕組みであった。　
俸給の復活は、過去二年の改革に逆行しているように見える。しかし、法案と予算を組み合わせてみると、予算
が制度の要求する以上に低く抑えら ていることと 俸給制度の廃止を将来的 見据えていることが含意されてる。また、急進党政権が俸給 支払い対象を共和国成立時に四〇歳以上であった者 限定し、それ以下 年齢の者への支払いを拒否したことは、 が俸給制度の段階的廃止への道筋を整えよう たとい よう。急進党の狙
三二二
いは、最終的に俸給を廃止することであったと見るべきであろう。左派政権が、共和国成立から二年余りの短い期間で教会の国家財政への依存を断ち切るという性急な行動に出たのに対して、急進党政権は教会に対する経済的支援を漸進的に引き下げることで、教会の国家への依存を解消しようとしたと考えられる。こうした急進党の宗教政策は、急進党が右派の歓心を買おうとしたという従前のイメージと大きく異なる。　
四月四日に政府は議会審議を打ち切り、政府がギロチンと称する強行採決をとった結果、賛成多数で法案が成立
した。俸給制度の復活という、急進党に対して求めて た政策が一つ実現 たこ から、
CED
A
がこの決定に満足
したと見なす研究が多く見られる
）11
（
。しかし、最終的に可決に至った急進党案が、一九三一年時よりも低い俸給額に
とどめられており、
CED
A
の要求と隔たったものであった。俸給額の三割削減を打ち出した急進党案に対して、
元
々
CED
A
は聖職者への俸給制度に対して二千万ペセタ以上の予算を要求してい
た
）11
（
。また、三月二十三日付のエ
ル・ソル紙には、 「急進党の方式に満足するのでないが、政権案に賛成する」という記事が掲載されてい
る
）1（
（
。これ
が
CED
A
の内部に急進党案に対する反発があったことを示唆しているとすれば、急進党がギロチンの行使に訴え
たのは、
CED
A
の異論を封じるためであったと見るべきである。
第二節
　
教育政策
　
急進党政権が左派政権の路線を継承したことを示すもう一つの事例として、急進党政権による教育政策が挙げら
れる。本節では、左派政権による教育政策の方針と、その帰結を確認した上で、公学校の建設件数、公共教育省予算のデータを基に急進党政権による教育政策を検討する。
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一九三三年まで続いた左派政権の教育政策の方針は、共和国憲法や一九三三年五月に制定された宗教団体法に示
されている。重要なのは、教会による教育への介入を封じる共和国政府の姿勢が窺われる点である。例えば、憲法第二六条では宗教団体による教育の禁止が明記されているが、当時のスペインの人口の九割以上がカトリックであった
）11
（
ため、この「宗教団体」は事実上カトリック教会を意味していた。また、宗教団体法は教会学校の完全閉鎖を
規定し、その期限を一九三三年末とした。　
左派政権は公教育への完全移行を急いだ。政府の学校建設計画よると、共和国が成立した 一 当時、スペ
イン全国に公共学校が約三万三千件あったが、政府はさらに二七一五一件の学校の建設が必要であると計上し、これを建設目標とした。政府はこの目標の達成のために、一九三一年度から五年間、毎年五千件の学校
）11
（
を建設する計
画を打ち上げた。政府は目標である約二万七千件を、毎年五千件の学校新設で達成するとしていた で、一九三六年頃を目途に公教育への移行を完了しようとしていたと推測される。　
ところが、政府目標と宗教団体法の規定に矛盾があり、三三年までに教会学校を閉鎖す いう左派政権の決定
が性急であった。宗教団体法で三三年末にまでに教会学校を閉鎖すると定めた 対し、政府の計画ではこのときまでに公学校の建設 完了させるこ を想定していなかった。つまり 左派政権は教会と教育を切り離す いう原則のため 、現状 整備状況 無視していたのである。　
実際、左派政権時代の学校建設数は、急進党政権期と比較して多い訳でない。三三年は共和国期において最大の
建設件数を記録しているが、その年でさえ建設件数は二三三一件であり、五 いう 間目標 半数にも達していない。さらに左派政権期の三 間 件数を合計 もこ を達成していな
）11
（
。したがって、左派政権の打ち
出した公教育への完全移行準備は不十分であっただけでなく、それさえも計画通りに進行しなかったのである。
三二四
　
それでは急進党政権期の教育政策はどうだったであろうか。レルーは所信表明演説で、急進党政権が左派政権の
教育政策の方針を受け継ぐと言明した。彼の指摘した、左派政権の政策によってもたらされた混乱とは、学校建設の停滞と教会教育の廃止が重なることによって引き起こされた状況を指しているのであろう。レルーは、幼年時に男女共学の公 育を受けた経緯
）11
（
があり、共和国の教育理念を体現した人物といえるビジャロボスを公共教育大臣に
任命した。ビジャロボス教育相が打ち出した解決策は、教会学校の放任しつつ、学校建設を推進することであった。　
このことにより、左派政権の教育政策によって生じた混乱を和らげると同時に、左派政権の政策に対する右派の
反発を弱める意図が見て取れる
）11
（
。
　
しかし、教会学校の放任は決して右派への譲歩を意味するのでなく、あくまで暫定的措置に過ぎないと見るべき
である。なぜなら、レルーは所信表明演説で、宗教団体法の廃止でなく 施行の延期を主張したからであ
）11
（
。この
法律に則 ならば、政府は教会学校を三三年ま に全て閉鎖しなければ らなかった。この法が効力を有する限り、教会学校の放任という非常的措置をとるこ は出来ないが、一方で、 の法が教育を混乱させる原因となってい 。そこで、宗教団体法の施行 延期するこ により、急進党政権は左派の世俗化路線を否定することなく、教会学校を教育施設として機能させ続けることが可能になった。　
それでは公教育についての予算的な裏付けはどうであっただろうか。公共教育省の予算は、共和国成立以来一貫
して増加している。特に、一九三四年時予算における公共教育省予算
）11
（
は、国家予算全体に対して教育予算が占める
割合が約七％と共和国期を通して最も高 。たしかに、一九三五年の教育予算 占める全体に対する割合は前年に比して減少している。しかし も 急進党政権が公教育への移行を停止しようとしたならば、一九三四年以降の公共教育省予算は減少す だろう ころが、公共教育省の予算は 六 まで増額 続けた。
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急進党政権の教育政策をみても、左派政権の改革路線からの断絶は見られない。たしかに、本稿で提示したデー
タは、急進党政権の教育政策を検討するには不十分であるかも知れない。しかしながら、データが限定されているとはいえ 成立によって左派からの方針転換が図られたことを読み取ることは出来ない。したがっ急進党政権の教育政策は、左派政権の路線を引き継ぎつつも、世俗化を急いだ左派政権の政策を緩和し、政策に現実味を持たせようとしたといえる。第三節
　
コンコルダート交渉
　
議会の内外において共和国に賛成しないカトリックが一定の層を占めていたことが、共和国に対する支持・不支
持を明確にしない
CED
A
が一九三三年選挙の結果第一党になったりしたことから推測される。共和左派政権から
急進党政権への政権交代が、反教権政策の撤廃に繋がらず、カトリックの多くは依然共和国への支持 明らかにしなかった。しかし、共和国に対する姿勢が曖昧であっても、カトリック教徒が共和国を明確に敵視していた訳でない。そこで、コンコルダート 渉 政治課題として浮かび上 った。バチカンと交渉を行い共和国への支持が得られたならば、共和国が安定へ向かうだろうと急進党政権が判断したためである。　
バチカンとの交渉に当たる駐バチカン大使には、第二次レルー内閣で外務大臣の座に就いたレアンドロ・ピタ
=
ロメロが就任した。彼の出自はガリシアの地域主義政党
O
R
G
A
であり、共和左派と近い関係にあった。首相アレ
ハンドロ・レルーを始めとする急進党の有力者が彼を推薦した。コンコルダート交渉に際して急進党政権は、CED
A
を介入させず、共和主義者がバチカンとの合意を取り付けることを急進党は重視したのである。
三二六
　
バチカンとの交渉から排除された
CED
A
が、交渉を妨害したり、主導権を奪おうとしたりはせず、むしろ事態
を静観する姿勢を示した。党首ヒル
=
ロブレスはラ・ルス紙のインタビューにおいて、 「
CED
A
は交渉に加わらな
いが、もし成立したらそれに従うほかはない」と述べている
）11
（
。この発言は、急進党政権とバチカンとの間で何らか
の協定 成立 た際には共和国支持を明確にする用意があることを暗示していた。　
CED
A
からの介入を防ぎ、政権内での意見を反教権に統一することに成功した急進党政権は、バチカンとの交渉
の行方を楽観視していた。た かにスペイン政府はコンコルダート交渉が難航する可能性も考慮していたが、たとえコンコルダートの締結に至らなくても、両者間の妥協点を探ることで、暫定協定
<m
odusvivendi>
を成立させる
ことは現実的であるとみていた。新聞紙ラ・エポカによると、第一次世界大戦後に成立した共和国の多くはバチカンとの間で かったが、代わりに暫定協定を締結し た
）11
（
。これらの新興国ではキリ
スト教の国教としての地位が否 されており、ま 、公教育化も進行して た。つまり、バチカンは暫定協定を締結することでそれぞれ 国家における政教分離を追認していたのであ 。スペインもこれらの事例に倣い、暫定協定によって政 分離を承認させる可能性に期待してい
）1（
（
　
一九三四年五月、外相がローマに向けて出発する直前に、レルー首相は「コンコルダートではなく暫定協定をバ
チカンと結ぶのである」 述べた
）11
（
が、バチカンとの交渉のために用意されたスペイン側の暫定協定案
）11
（
を見ると、ど
の項目にも、反教権的立法の改正や廃止を示唆す ものがなかった。急進党政権は、政教分離の原則を捨てずチカンに対して実質的に譲歩するど ろか、むしろバチカンに対 共和国成立以降 一連の宗教政策の承認を求めたというべきであろう。　
暫定協定案の第一項は「教会の内外における宗教的活動の自由の保障」とある。宗教的行事が左派政党の支持者
三二七
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の暴力によって妨害されていた
）11
（
ことを考えると、急進党の言う「自由の保障」とは、このような妨害行為を取り締
まり、行事が無事に行える環境を整備するという意味に過ぎなかったというべきであろう。レルーがかつて述べた「社会的平和」の実
現
）11
（
という目標と照らせば、この発言は急進党政権が治安維持に尽力することを再確認するに過
ぎない。そういった政府の基本的機能を掲げたに過ぎないので、第一項が教会に対する譲歩を示しているとは解釈しがたいであろ 。　
暫定協定案の第六項が、教会の経済活動に関連している。第六項は「営利目的でない活動に用いられる教会の建
物に対する免税」と るが 急進党政権が教会の営利目的の活動を事実上認めた訳でない。 のも、共和国憲法や宗教団体法は、教会が経済的利益を目的として活動に従事するこ を禁じてい 。だ ら、第六項によって急進党政権が 会の営利活動を認めたという解釈はしがたい。　
第十項は「教育に関する暫定的措置」とあり、教育に言及している。この臨時措置とは、先述のレルーの所信表
明
）11
（
から推測するに、宗教団体法の施行延期のことであると考えられる。すでに述べたように、この法 延期は教会
が運営する学校の恒久的な合法化を保障したものでなく、公学校への完全移行の準備が整うまでの暫定措置に過ぎなかった。　
急進党政権は暫定協定案の第十一項で、教会に対して葬儀 埋葬 自由を認め 第十一項は、急進党政権
が葬儀や埋葬を通じた収入確保を営利目的とみなさず、宗教的目的と捉える姿勢を明記したも と見ることができる。憲法も暫定協定案も、教会の宗教的活動の自由 依然保障しているので、葬儀や埋葬を引き続き協会が独占的に行うことが許されたならば 実質的な収入源となったといえよう。この提案が 急進党政権による実質的に唯一の妥協であったといえる。
三二八
　
これらの項目を総合すると、急進党政権は教会の役割を宗教的行事と慈善活動の枠内に収めようとし、また、教
育をはじめとする権限を教会から国家へと移すことでスペインの世俗化を推進しようとしたというべきである。　
バチカン側は、一九三四年七月末に 最低限の条件として以下の要求を った。教会婚に対して市民婚と同等の
法的効果を持たせること、教育の自由、公教育で教会の教義を教える授業を開講すること、教会資産の国有化に対する国家の補償の四点である
）11
（
。
　
しかしバチカン側が示した条件はいずれも急進党政権にとって受け入れられないものであった。第一 教会婚の
法的効果については、レルーに代わって急進党政権の首相の座についていたサンペールがピタ
=
ロメロに対して譲
歩を禁じる旨の訓令を発した
）11
（
。さらに急進党政権は、第二の教育の自由と、第三の教会の教義を教える授業の開講
の要求 呑むことが出来なかっ 。そして第四の点は、憲法第二六条の規定に反する恐れがあった
）11
（
。
　
結局急進党政権はバチカンに対してゼロ回答を示したことになる。急進党は、通説的なイメージと異なり、バチ
カンが共和国初期の反教権政策の修正を求めても、その要求の全てを拒否し、むしろバチカンの譲歩が必要という態度を崩さなかった。当然、ギブ・アンド・テイクの態度をとらなかった急進党政権がバチカンから合意を取り付けることはなかった。結局バチカン側は一九三五年三月 交渉 打ち切り スペイン政府に正式に告知した
）11
（
。
　
このようにして、急進党政権は対バチカン交渉を失敗に終え 。
第四節
　
憲法改正の試み
　
対バチカン交渉が挫折したことで 後に宗教政策で争点となったのは憲法の改正問題であった。議会を主導し、
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憲法改正に対して消極的な姿勢を取り続けた急進党と、憲法改正を主張していた大統領アルカラ
=
サモーラとの間
に改正を巡る争いが生じる。　
これまでスペイン第二共和国における憲法改正論は、
CED
A
によって提起されたものと見なす議論が一般的であ
った。これによると、
CED
A
がオーストリアのドルフス体制に倣ったコーポラティズム国家に共和国を転換させよ
うと目論んでいたとされている
）1（
（
。しかし、憲法改正を主導したのは政教分離に反対してサン・セバスティアン協定
から離脱し アルカラ
=
サモーラ大統領であった
）11
（
。大統領の要求に対して急進党政権では共和自由民主党のホアキ
ン・ドゥアルデ公共事業大臣が半年間に亘って憲法改正について検討すること なった。　
しかし、急進党の内部では、憲法改正に対して慎重な意見が強かった。例えば、共和国成立以前からレルーに従
ってきたラファエル・ゲーラ
=
デル
=
リオは次のように述べている。 「憲法改正は確かに必要かもしれない。しか
し、それはあくまで部分的な改正にとどめ べきである。自分は、 〔改正されるとみられる〕憲法二六条が教会に対する迫害を象徴しているとは考えない。それに、この条文が教会を攻撃するものであるとも思え い。この規定の存在にもかかわらず教会は教育機関として機能し続け からだ。実際の所、こ 条項は教会が権力を強めすぎないための脅し程度のものでしかない。 」そして、急進党内部には彼の意見に同調する者が多い 記事に付記されている
）11
（
。たしかに急進党政権下で、憲法二六条が形骸化したかも知れないが、彼は、その点を逆手にとって、条
文が実質的に効力を有 ていないゆえ、改正の必要性がないことを指摘したといえよう。　
また、急進党政権が全体として憲法改正への意欲を示していた訳 な
い
）11
（
。レルー自身も、 「閣僚全員に憲法改正
に対して賛成するよう義務付けようと思っていな 」 いう発言
）11
（
を見れば、憲法改正に対して積極的でなかったと
考えられる。
三三〇
　
ドゥアルデは検討の結果、憲法の全条文の三分の一強にあたる、四七の条文について改正すべきだという結論に
至った。ただし、この大半は上院設立に伴って生じる、国会や大統領の権能との間の齟齬を解消するための微調整であったので、条文の数だけでその改正の影響を測ることができない。たしかに宗教と関連する第二六条、二七条、四八条の改正も提案された。改正の必要性は閣議によって承認され、その旨が同年七月五日に議会に提出された。レルー首相は演説で、憲法改正の必要性について説明した
）11
（
。しかし、このレルーの演説は、どのように改正すべき
かを議会に委ね、その改正 を作成する委員会 設置を求める提案に過ぎないものであった。　
レルーは憲法第二六条と第二七条を改正する根拠を四点挙げた。それは、 「コンコルダートの交渉及び承認に関
する規定が欠如していること、 （宗教に関する法の）例外規定が曖昧であること、またいくつか 規定が柔軟性を欠いていること、そ 、憲法で定めることと通常 で定める事柄 区別することの利便性」であった。　
急進党政権が対バチカン交渉の再開を視野に入れていることは明らかであった。レルーは第二六条や二七条を改
正する根拠として、 「コンコルダートの交渉及び承認に関する規定が欠如してい こと」を挙げたからだ。 し、急進党政権がバチカンに対して譲歩しう 点は何 あったのであろうか。たしかに、いくつかの規定に柔軟性を持たせることも可能であったかも知れない 通常法で規定される点ならば譲歩も可能であっ かもしれない。ただし、レルーは、スペインにおけ 国教の存在を否定した第三条の改正を べきでないと断言した。なぜならレルーによると、第三条は共和国の根幹であるからだ。そ なると、レルーは政教分離を前提と て、すでに実質的に妥協点を探った聖職者への給与などの点 教会へ 図った 見ることもできよう。　
教育に関する条項である第四八条についてはこう述べている。 「国家は教育権を放棄することはない。家族・社
会の持つ個人的な教育権を認めないのではない。だからといって、国家の有する 育 監督権 放棄することも無
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い」と。つまり、世俗の公教育という原則を明確に維持しており、 「家族や社会の個人的権利」を認めていることで、教会や修道会の学校を容認するが、それに対しても一定の国家の監督権を確保することを明らかにしている。すでに触れた教会・修道会による学校の容認を継続しながらも、譲歩をそこにとどめる姿勢を改めて示しているといえよう。　
レルーの演説からうかがわれることは、カトリック再国教化を否定することであり、二六条をはじめとする宗教
条項の改正を示唆して ても、
CED
A
が求めたとされるような宗教政策の転換を予想させるものでない。レルーは
このような目標 据えて 憲法改正案の作成作業に左右 幅広い政治勢力か の参加を求めた。しかし、憲法改正作業に着手することは不可能であった そもそも改正提案が可決するには全議席の三分の二の賛成が必要とされたが、急進党政権を構成する全政党の議席を合わせて それ 必要な議席数 届かなかっただけでなく左派の諸政党が反対した。そのため、改正作業 必要な委員会が左派を欠いたまま設置されただけで、憲法改正は実質的に一歩も進まなかっ　
憲法改正の試みの失敗は、急進党政権 行き詰まりを意味した。アルカラ
=
サモーラ大統領と異なり、急進党は
終始、憲法改正に対して積極的でなかった。憲法改正という目標 の入り口で挫折したことがアルカラ
=
サモー
ラ大統領と、急進 との溝を拡げた大き 要因であったといえよう。第四章
　
急進党の解体
　
一九三五年九月、アルカラ
=
サモーラ大統領はレルーを更迭し、急進党を政権から排除した。レルー政権を構成
三三二
していた他の三政党の党首を後任首相に任命せず、レルーの後任に当時無所属の議員で、かつて王政復古期にガルシア
=
プリエト内閣の拡張として共にしたホアキン・チャパプリエタを選んだ。自分に近い人物を首相にすること
で政治の主導権を握ろうとしたと思われる。　
その後はチャパプリエタを首班とする政権が二度成立したが、いずれも短命に終わった。その彼に続いて首相に
任命されたのは、議員の資格を持たないマヌエル・ポルテーラであった。第一党の
CED
A
からも第二党の急進党
からも誰も入閣しなかったポルテーラ 権は、議会に基盤を置かない超然主義内閣であった。この政権は大統領アルカラ
=
サモーラが急進党に代わる中道政権を作り出そうとした試みの一環である。そのため、大統領はポルテー
ラを党首とする新政党「中央党」の設立のために、政 組織が整うまで議会を停会したまま、解散総選挙を先延ばしを目論んだ。しかしながら、左右の一致した即時解散要求に最終的に押し切られて議会が解散された。　
レルーの退陣後、急進党内部では分裂が生じた。大統領からの支持を失ったことで、急進党は議会において主導
権を握れなくなった。こうした中央 の影響力 喪失は地方 も波及し、地方組織も統制が失れてし った。　
下野後に生じた急進党の急速な勢力の減退 、選挙区レベルでも提携相手を失わせる になった。一九三六年
総選挙は過去二回の総選挙と異なり、急進 の候補者は、右派 選挙リストの末席 加えられたものを除き、他との連立ができなかった。　
第一回第二回総選挙と一貫して急進党が圧倒的強さを誇っていた選挙区であるバレンシアとセビージャをみてみ
よう。いずれも急進党の地方支部の強い地域であっ 。前者はブラスコ
=
イバニェスが設立し、急進党に合流した
独立共和主義連合
）11
（
の拠点であり、後者は急進党の副党首マルティネス
=
バリオの牙城であった。いずれの選挙区か
ら選出された議員も、急進党内部では左派 位置を占めてい
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しかし、マルティネス
=
バリオは一九三四年に急進党を離脱し、それにセビージャから選出された議員も追随し
たため、急進党はセビージャにおける基盤を失った。また、バレンシア支部はマルティネス
=
バリオの離党に同調
しなかったものの、一九三五年末 は急進党を離脱している。つまり、急進党は一九三六年選挙時点で二つの牙城を失ってい のである。　
党組織の解体が進んでいたことは、候補者の減少からも推測される。一九三一年に急進党から立候補したのは約
二一〇人であり
）11
（
、一九三三年総選挙では急進党は二二五人の候補を擁立したのに対して、一九三六年選挙での候補
者はわずか七八人であっ 。前回 一九三 年総選挙と比べると、候補者は三分の一にまで減少したことになる。この七八人のうち、一九三三年議会において議員であったのは三十人であ　
一九三三年総選挙時に急進党が勝利を収め 選挙区は、カセレス、カステリョン、グラナダ、マラガ、ポンテベ
ドラ、サンタ・クルス・デ・テネリフェ、バレンシア（都市） 、バレンシア（県）であった。ところが、カセレスとカステリョ 以外の選挙区では急進党候補者は姿を消した。すでに急進党の影響力が失われていたために 出馬が見送られたのであろう。　
現職候補が、減少していたにしても、三〇名いたにもかかわらず、急進党が最終的に得た議席はわずか四議席で
あり、急進党党首レルー すら落選した。当初は第一回投票における急進党の獲得議席 九であったが、その内五人はその結果に落胆し、他 政党へと所属を移した。レルーは、今回も左右の勢力に合流を呼び掛けた 拒絶され、ほぼ単独で選挙戦を戦うことを強いられたため、芳 い選挙結果 もたらされなかった。前回 議会第二党から一気に泡沫政党にまでその地位を落とした急進党は一九三六年二月以降完全 影響力を失うこととなった。
三三四
終章
　
今後の課題
　
本稿では、スペイン第二共和国の政党システムにおいて左右の中間に位置した急進党をかなめ政党と捉え、宗教
政策に焦点を当てて政権の政策位置を分析してきた。急進党は、かなめ政党の位置にいたために、連立相手であった
CED
A
に対して必ずしも政策で譲歩する必要がなく、むしろ自党の独自の政策に沿って
CED
A
から譲歩を勝ち
取り、政権の主導を握っ いたといえる。このように、急進党は、議会内において優位な地位を占めて、その政権期に右への転換を行ったというよりも、それまで 左翼政権の政策を継承することができた。この急進党政権の崩壊は、議会内 遠心化だけでなく、大統領という本来議会の 党間から中立的である権力によって議会制の通常の政党間対立のメカニズムが歪められると、かなめ 党であっても、政治的影響力を失ってしまうことになった である。　
もっとも、かなめ政党急進党と大統領アルカラ
=
サモーラとの関係は宗教政策以外の側面にもまたがっている。
両者の間で対立が生じた は、憲法改正を巡る問題だけで 。その中には、一九三二年に元治安警察隊の長官サンフルホが引き起こしたクーデタ未遂事件 首謀者らへの恩赦を巡るも 、一九三四年十月に発生した左翼による全国規模での武装蜂 への対応がある。こういった事件を巡り急進党政権と大統領と 間に対立が生じ、引き続き急進党が政権を率いるものの、首相の辞任とい 結果 も す事態も発生した。こういった中立 権力と議会勢力の関係は、さらに多くの政策課題や政治対立で検討を要する あろう。　
また、急進党の退陣が共和国その のの崩壊と同値でない。急進党の下野後の一九三六年選挙後でも議会におい
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て過半数を占める政権が成立しなかったことは、急進党が連合政権樹立に必要な存在であったことを意味している。しかし、議会におけ 連合ゲームからだけでは、社会秩序の解体と街頭の政治の拡大を説明することができないであろう。とりわけ、かなめ 党の消滅 民主制の解体へ至るメカニズムには治安維持を担う強制装置の解体過程の分析が不可欠であろう。リンスの崩壊論が示唆するように 政治権力やレジームに対する社会的な合意すなわち正統性の調達が第二共和国 欠落していたのかも知れない。しかし、これらのことは、本稿 射程 超えており、今後改めて検討しなければならない。
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